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４．地域別の空室率の推移４．地域別の空室率の推移

２．東京および地方都市の不動産のキャップレート２．東京および地方都市の不動産のキャップレート

３．地域別の賃料水準の推移３．地域別の賃料水準の推移

１．東京１．東京2323区：大型ビル、中型ビルの賃料水準区：大型ビル、中型ビルの賃料水準
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オフィスビル市場環境（参考データ２）

注： 大型ビル： 延床面積が3,000坪以上のビル
中型ビル： 延床面積が1,000坪から3,000坪のビル

出所： CBRE総研のデータをもとにケネディクス㈱作成 （直近値は2008年9月）

注： 東京は都心5区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）の延床面積100坪以上を対象
出所： 三鬼商事のデータをもとにケネディクス㈱作成 （直近値は2008年10月）

注： 東京は都心5区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）の延床面積100坪以上を対象
出所： 三鬼商事のデータをもとにケネディクス㈱作成 （直近値は2008年10月）
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注： 1.利回りはそれぞれの地域で築5年以内のＡクラスビルに対する直接還元法による投資家の期待利回り
2. 東京は丸の内・大手町地区の投資家期待利回りを使用

出所： 日本不動産研究所のデータをもとにケネディクス㈱作成 （2008年10月時点）
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所有者区分所有者区分 第第77期末期末 （（20082008年年1010月月3131日時点）日時点）

注:1 2007/5/22のＰＯ後、2008/11/21提出分まで
2 200,000口に対する保有割合5％以上の先
3 小数点第2位を四捨五入

（参考）大量保有報告書の状況（参考）大量保有報告書の状況

注：発行済投資口に対する所有投資口数の割合は、少数第2位未満を切り捨てて表示。

注:小数点第2位を四捨五入

投資主の状況
上位投資主一覧（上位投資主一覧（20082008年年1010月月3131日時点）日時点）

注:小数点第2位を四捨五入

所有者別投資口数の割合の推移所有者別投資口数の割合の推移

所有区分 投資主数
投資主数

比率
投資口数

投資口数
比率

個人・その他 5,605 94.0% 16,234 8.1%

金融機関（含む証券会社） 83 1.4% 91,126 45.6%

その他国内法人 100 1.7% 10,720 5.4%

外国法人・外国個人 176 3.0% 81,920 41.0%

合　計 5,964 100.0% 200,000 100.0%
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個人・その他 金融機関(含む証券会社）

その他国内法人 外国法人・外国個人
氏名又は名称

所有投資
口数（口）

発行済投資口に
対する所有投資
口数の割合（％）

日興シティ信託銀行株式会社（投信口） 17,903 8.95%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 15,597 7.79%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 13,076 6.53%

ゴールドマン・サックス・インターナショナル 12,025 6.01%

野村信託銀行株式会社(投信口） 11,478 5.73%

ケネディクス株式会社 7,850 3.92%

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 7,147 3.57%

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカウント 6,512 3.25%

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー 5,763 2.88%

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　トリーティー　ジャスデック
アカウント

4,384 2.19%

101,735 50.86%合　計

　提出者又は共同保有社名 提出日 合計（口） 保有割合

タワー投資顧問株式会社 2008/11/21 25,175 12.59%

野村證券株式会社 2008/9/25 22,084 11.04%
野村アセットマネジメント株式会社 21,274 10.64%

野村證券株式会社 810 0.41%
日興アセットマネジメント株式会社 2008/10/22 19,875 9.94%

日興アセットマネジメント株式会社 18,349 9.17%
シティグループ・オルタナティブ・インベストメンツ・エルエルシー 1,171 0.59%

日興シティグループ証券株式会社 355 0.18%
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J-REIT市場（投資家動向）

JJ--REITREITの投資部門別売買動向の投資部門別売買動向

出所：東京証券取引所（2008年10月までのデータ）
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情報開示及びIR活動

合計
海外投資家（その他）
海外投資家（米国）

国内地方金融機関
海外投資家（欧州）

828
137
126
111
128
326国内機関投資家

注：2005年6月21日から2008年

12月1日まで（電話会議含む）

（参考）投資家との面談件数

期間：2008/5/1–2008/12/1
99合計
29海外投資家（その他）
8海外投資家（米国）
5海外投資家（欧州）

15国内地方金融機関
42国内機関投資家

アニュアルレポート
（英文）

資産運用報告
（既存投資主あて送付）

投資家とのミーティングを積極的に実施

注:2008年5月1日から2008年10月31日までの6ヶ月間

（参考）HPアクセス状況

英文ホームページによる開示

http://www.kdx-
reit.com/eng/

ホームページを活用した積極的な情報開示

（回）

■よくある質問
投資家の皆さまからよく頂く質問にお答え
しています。

ポートフォリオ一覧 13,990
プレスリリース 12,997
開示情報 7,492
更新情報 6,371
分配金・決算情報 5,853
KDRMサイトトップ 5,577
借入金の状況 5,143
稼働率 4,170
英文サイト 3,100

アクセス合計数 64,693

②

①

As an additional service, we have 
prepared an English web site

English

①メニュー一覧

知りたい情報にスムーズに

アクセスできます。

②ＫＲＩ最新データ

最新データのサマリーが一目で

ご確認いただけます。

■最新決算関連情報
決算説明会の様子を動画
でご覧いただけます。

最新の決算関連書類もここ
からご覧いただけます。

■J-REITのﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ（JAPAN-REIT.com)

にコンテンツを掲載しています

参加者数：169名

■個人投資家向けセミナーに参加しました

JAPAN-REIT／アイビー総研株式会社主催

セミナーに参加された多くの方にご満足いただけました

個人投資家向けアプローチ
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上場来の投資口価格の推移

ケネディクス不動産投資法人（ケネディクス不動産投資法人（KRIKRI）投資口価格終値・出来高推移）投資口価格終値・出来高推移

ポートフォリオの拡大
＋

オフィスビル比率の引き上げ
ポートフォリオの拡大

オフィスビル比率の
引き上げ

出来高（口）
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出来高 本投資法人終値

上場時公募価格
580,000円

追加上場時公募価格
593,096円

追加上場時公募価格
873,180円

20,000

（2008年12月1日までのデータ）

2008年12月1日時点において

上場来最高値（取引値）：988,000円（2007年5月31日）

上場来最安値（取引値）：100,300円（2008年10月20日）

投資口価格（円）
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第7期決算概要—損益計算書

その他の費用： 保険料、信託報酬等
その他の営業費用： 役員報酬、資産保管委託報酬、一般事務委託報酬、会計監査人報酬等

（※1）

（※2）

（※1）

-+618円15,618円15,000円1口当たり分配金

・主に支払利息等の増加＋1101,034924営業外費用

・主に融資関連費用の増加（2008/７シ・
ローン関連報酬等）

+82948866うち支払利息等

予想時点で2物件（KDX岩本町ビル、
KDX晴海ビル）は織り込み済。その後２
物件売却し、１物件取得。

▲１物件69物件70物件物件数

売却益（+299)で増益、営業費用増により
▲57、金融費用増加を主な要因とする営
業外費用増により▲110

+1213,1233,002当期純利益

-+2254,1443,919営業利益

・水道光熱費の増加等+574,3114,254営業費用

・2物件売却益による増収（+299）
・売却物件の見込賃料分減収（▲98）等
・1物件取得による増収、水道光熱収入
の増加など

+2828,4568,174営業収益

補足説明（修正予想と実績の差）
予想との

差異
実績予想（百万円）

■予実比較～第■予実比較～第77期の予想（期の予想（2008/6/112008/6/11時点）と実績比較時点）と実績比較■前期比較～■前期比較～202008/08/1010期（第期（第77期）と期）と20082008年年44月期（第月期（第66期）比較期）比較

主な増減要因（営業損益）

Ａ：第6期取得物件の通期稼動
Ｂ：第6期売却物件の減収分
Ｃ：第7期取得物件の増収分
Ｄ：第7期売却物件の減収分

自2007/11/1 自2008/ 5/ 1

増減 主な増減要因

百万円 百万円 百万円

営   　  賃貸事業収入 6,770 7,111       341
業 賃料収入 5,626 5,847       221 Ａ（+528）,B(▲459),C(+217),D(▲100)

損 共益費収入 1,144 1,263       119 Ａ（+137),B(▲10),C(+7),D(▲10)

益 　　その他賃貸事業収入 859 1,045       186
の 駐車場収入 240 250        10 Ａ(+23),B(▲12),C(+1),D(▲2)

部 水道光熱費収入 458 668      210 Ａ(+104),B(▲6),C(+25),D(▲1)

経 その他収入 160 126     ▲34
常 不動産賃貸事業収益合計　A 7,630 8,156       526
損 不動産等売却益 952              299    ▲653 第6期13物件、第7期2物件売却益計上

益 営業収益 8,582 8,456    ▲126
の 管理委託費 750 792        42 Ａ(+73),B(▲39),C(+28),D(▲4)

部 水道光熱費 450 611      161 Ａ(+95),B(▲12),C(+22),D(▲12)

公租公課 395 406        11
修繕費 149 188        39
その他（※１） 272 234     ▲38 第6期ＫＤＸ代々木ビル除却損の減少▲49
減価償却費 1,430 1,445        15

不動産賃貸事業費用合計　B 3,447 3,678       231
不動産賃貸事業損益（A－B） 4,182 4,477       295
減価償却前賃貸事業利益（NOI） 5,612 5,923       311

不動産等売却損 439 -  第6期10物件売却損計上

資産運用報酬 424 442         18
その他（※２） 205 190      ▲15

営業費用 4,517 4,311    ▲206
　　　営業利益 4,065 4,144         79

営業外収益 8 14           6
営 支払利息 504 689       185 物件取得による借入増加、スプレッド上昇等

業 投資法人債利息 113 114           1
外 融資関連費用 28 145       117 シ・ローン関連報酬、アップフロント報酬等

損 投資法人債発行費償却 5 5            -
益 投資口交付費償却 41 41            -
の 創立費償却 5 5            -
部 その他 31 32           1

営業外費用 730 1,034       304
　　　営業外損益 ▲ 721 ▲ 1,020  ▲299

経常利益 3,343 3,124    ▲219
税引前当期純利益 3,343 3,124   ▲219
法人税、住民税及び事業税等 1 0       ▲1

当期純利益 3,342 3,123    ▲219
前期繰越利益 0 0           -
当期未処分利益 3,342 3,123   ▲219

前期（第6期）

至2008/4/30

当期（第7期）

至2008/10/31
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第7期決算概要—貸借対照表及びキャッシュフロー計算書

♦ 有形固定資産：9,027百万円増加

（取得資産の取得価格14,314百万円 譲渡資産の取得価格5,110百万円）

♦ 短期借入金の減少：7,750百万円減少

♦ 長期借入金の増加:16,750百万円増加

金額（千円） 金額（千円）

営業活動によるキャッシュ・フロー       36,143,837         9,279,012
投資活動によるキャッシュ・フロー   ▲47,793,395   ▲14,377,205
財務活動によるキャッシュ・フロー       11,460,091         5,659,983
現金及び現金同等物の増減額        ▲189,466            561,790
現金及び現金同等物の期首残高       11,331,324       11,141,858

現金及び現金同等物の期末残高       11,141,858       11,703,649

当期（第7期）

2008年10月31日現在

前期（第6期）

2008年4月30日現在

キャッシュフロー計算書キャッシュフロー計算書

金額（千円） 比率 金額（千円） 比率

流動資産 13,397,027 5.8 13,465,140 5.6
現金及び預金 6,379,367 6,799,392

資 信託現金及び信託預金 6,813,393 6,230,408
産 その他 204,266 435,339
の 固定資産 216,915,367 94.1 226,028,045 94.3
部 有形固定資産 216,483,952 93.9 225,510,389 94.1

建物等 9,520,811 10,571,000
土地 25,928,590 29,093,099
信託建物等 56,291,945 59,032,593
信託土地 124,742,605 126,813,694

無形固定資産 285,350 0.1 285,350 0.1
借地権 285,350 285,350

投資その他の資産 146,065 0.1 232,306 0.1
差入敷金保証金 23,326 12,226
長期前払費用 121,520 213,679
繰延税金資産                1,217                6,399

繰延資産 207,848 0.1 155,412 0.1
創立費 20,358 15,269
投資法人債発行 57,183 51,306
投資口交付費 130,305 88,837

資 産 合 計 230,520,243 100.0 239,648,597 100.0

流動負債 34,026,147 14.8 26,151,126 10.9
営業未払金 441,418 407,070

負 短期借入金 31,750,000 24,000,000
債 未払金等 351,588 321,639
の 前受金 1,172,674 1,238,194
部 その他 310,465 184,220

固定負債 68,179,934 29.6 85,409,894 35.6
投資法人債 12,000,000 12,000,000
長期借入金 46,000,000 62,750,000
預り敷金保証金 1,271,027 1,515,158
信託預り敷金保証金 8,905,814 9,128,461
デリバティブ債務                3,091              16,271

  負債合計 102,206,081 44.3 111,561,020 46.6
純 出資総額 124,973,750 54.2 124,973,750 52.1
資 剰余金 3,342,285 1.4 3,123,698 1.3
産 繰延ヘッジ損益 ▲ 1,873 ▲0.0 ▲ 9,872 ▲0.0

純資産合計 128,314,161 55.7 128,087,577 53.4
負債純資産合計 230,520,243 100.0 239,648,597 100.0

当期（第7期）

2008年10月31日現在

前期（第6期）

2008年4月30日現在
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第8期収益予想
第8期（2009年４月期）の運用状況の予想

物件の売買なし

物件売却による損益なし

第8期末の有利子負債額は、987.5
億円で有利子負債比率は約41.2%

固定資産税・都市計画税の費用化
見込額：第8期に比べ19百万円程
度の増加

第9期（09/10期）の主な変動要因

68→69物件

299

4,269

5,923

15,618

200,000

3,123

3,124

948

1,034

4,144

1,445

2,233

4,311

8,456

第7期 実績
(2008/10期）

69物件

0

4,309

6,042

14,400

200,000

2,880

2,881

1,007

1,067

3,941

1,428

2,256

4,357

8,298

第8期 予想
(2009/4期）

0

▲299

＋40

＋119

▲1,218

▲243

▲243

＋58

＋33

▲203

▲17

＋23

＋46

▲158

第8期予想と
第7期実績の

差異

第7期実績は2物件売却による売却益（参考）物件売却益

不動産賃貸事業損益の増加賃貸NOI（不動産賃貸事業損益＋減価償却費）

不動産等売却損益の影響なしFFO （当期純利益＋減価償却費－不動産等売却損益）

（参考）第7期の売却益の影響を除外すると、＋56百万円当期純利益

-発行済投資口数（口）

スプレッド拡大等による金融費用の増加うち支払利息等（融資関連費用を含む）

（参考）第7期は、売却損益を控除した場合、約14.1千円。1口当たり分配金(円）

主に支払利息等の増加等営業外費用

-うち賃貸事業費用（減価償却費除く）

-うち減価償却費

（参考）第7期売却益の影響を除外すると＋139百万円営業収益

-営業費用

第7期実績の物件売却益がなくなった営業利益

-経常利益

（参考）物件数の推移

（百万円）

第7期末保有物件の継続保有を前提

補足説明

第8期予想の主な前提条件【参考】
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本資産運用会社の運用体制

運用ガイドライン等の作成

各所管部署

決議又は報告審査 審議及び決議

コンプライアンス
委員会

（含む外部委員1）

審議及び決議

運用委員会

利害関係者取引以外の取引で運用
ガイドライン本則による取引の承認

利害関係者との取引

資産取得：不動産鑑定士による鑑定評価額を超えての取得
を禁止（ウェアハウジングの場合を除く）

資産譲渡：不動産鑑定士による鑑定評価額未満での譲渡を
禁止

取
締
役
会

決議

報告

利害関係者との取引の承認

運用ガイドラインの例外取引の承認コンプライアンス
・オフィサー

注： 2009年1月22日現在、外部委員は弁護士1名が就任しています。

＜参考＞本資産運用会社の各種委員会・取締役会および＜参考＞本資産運用会社の各種委員会・取締役会および
本投資法人役員会の開催実績本投資法人役員会の開催実績

本資産運用会社の意思決定フロー本資産運用会社の意思決定フロー

利害関係取引規程利害関係取引規程

＜参考＞＜参考＞
本資産運用会社の報酬体系本資産運用会社の報酬体系

資産運用報酬

運用報酬Ⅰ： 総資産額の0.15％

運用報酬Ⅱ： 決算期毎の分配可能金額の3.0％

取得報酬 ： 取得価額の0.5％（利害関係者の場合0.25％）

譲渡報酬 ： 譲渡価額の0.5％を上限

プロパティ・マネジメント報酬

賃貸管理業務報酬：不動産収入の2％＋不動産営業収益（運営
経費控除後・減価償却費控除前）の２％

管理移管報酬： 購入価格/売却価格に応じた一定金額
（例：10-30億円→200万円、50-100億円→240万円）

工事監理報酬：工事金額に応じた金額
（例：100-500万円→5％、1000万円-１億円→45万円＋3％）

77

77

3838

88

第６期第６期

999988997799取締役会取締役会

投資法人役員会投資法人役員会

運用委員会運用委員会

コンプライアンス委コンプライアンス委
員会員会

535338383939393935352121

996688777777

88

第第77期期第第11期期 第第22期期 第第33期期 第第44期期 第第55期期

1111 77 77 99 77
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資産運用会社組織図

株主総会

財務企画部

IR
グループ

財務経理
グループ

業務管理
グループ

業務管理部

監査役

コンプライアンス・オフィサー

コンプライアンス委員会運用委員会

取締役会

代表取締役
宮島 大祐

・投資主総会及び
役員会の運営

・総務・経理・人事

非常勤監査役

舩橋 晴雄、山﨑 健一

主要メンバー

宮島 大祐
代表取締役社長

田島 正彦
取締役 財務企画部長

味谷 謙次
取締役 投資運用部長

舩橋 晴雄
非常勤監査役

上村 裕司
コンプライアンス・

オフィサー

♦ 大蔵省入省後、東京
税関長、国税庁次長、
証券取引等監視委員
会事務局長、国土庁
官房長等を歴任

♦ 現在ケネディクス（株）
監査役

♦ 三菱UFJ信託銀行（資本市場部
・ロスアンゼルス支店）を経てケ
ネディクスに入社、不動産投資
アドバイザリー部7年在籍

♦ ケネディクスより転籍し本投資
法人執行役員および本資産運
用会社代表取締役就任

♦ 中央三井信託銀行に12年間在籍
（業務企画部、証券部等）

♦ 住友生命保険ストラクチャード
ファイナンス部にて約4年の経験
を経てケネディクス（株）入社

♦ 双日株式会社に10年間在籍（建
設部等）

♦ ケネディクス入社後、ケネディク
ス・アドバイザーズを経て、ケネデ
ィクス・リート・マネジメントへ

♦ 新生銀行に約27年間在籍
♦ 新生銀行コンプライアンス統轄部

において8年間のコンプライアン
ス・オフィサーの経験を経て、ケネ
ディクス・リート・マネジメントへ

♦ アサヒ都市開発（株）、日本地所
（株）等を経てケネディクス入社

♦ ケネディクス・アドバイザーズ執
行役員REIT運用部長を経て、ケ
ネディクス・リート・マネジメントへ

資産管理部

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
グループ

資産管理
グループ

・資産の取得・処分

・不動産市場の
調査分析

・資産の運用

・資産運用評価・
リスク管理

資産運用
グループ

資産投資
グループ

投資運用部

・資産の賃貸借

・建物の管理

・工事の監理 ・IR活動

・監督官庁･関係諸
団体との折衝

・予算策定・決算・
ディスクロー
ジャー

・資金調達

大輪 正志
取締役 資産管理部長
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注意事項

本資料は、情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の商品についての投資の募集・勧誘・
営業等を目的としたものではありません。

本資料には、ケネディクス不動産投資法人（以下、「本投資法人」と言います）に関する記載の他、第三者が
公表するデータ・指標等をもとにケネディクス・リート・マネジメント株式会社（以下、「本資産運用会社」と言い
ます）が作成した図表・データ等が含まれています。また、これらに対する本資産運用会社の現時点での分
析・判断・その他見解に関する記載が含まれています。

本資産運用会社は、金融商品取引法に基づく金融商品取引業者です。

本資料の内容に関しては未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。ま
た、本資産運用会社の分析・判断等については、本資産運用会社の現在の見解を示したものであり、予告
なしにその内容が変更又は廃止される場合がありますので、あらかじめご了承ください。

第三者が公表するデータ・指標等の正確性について、本投資法人及び本資産運用会社は一切の責任を負
いかねます。

本資料の内容には、将来の予想や業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は本投資法人の
将来の業績、財務内容等を保証するものではありません。

今後、本資料の内容に重要な訂正があった場合は、本投資法人のホームページに訂正版を掲載する予定です。




